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図 9-10 ワイヤロープ掛工の例（単位：mm）  （新斜面崩壊 p277） 

 

（２）落石防護工の設計 

落石防護工の設計は、明確に落石の形態が把握できる場合には、落石の運動エネルギー

の計算に基づいて行うが、その形態が明確にわからない場合については 2m の落石防護柵を

用いる。 

 1）落石防護網 

① 覆式落石防護網の設計 

(a) 縦ロープは、縦ロープ間の幅における斜面内の落石の

重量および自重に耐えなければならず、その安全率はワ

イヤロープの破断荷重に対して 2以上とする。 

(b) 横ロープは、のり長方向下方 3スパンの自重および落

石の重量を等分布荷重として受けるものとし、その安全

率は 2以上とする。 

(c) 金網にかかる荷重は（b）と同様に考えて、金網の仕

様を決定する。 

(d) 斜面の勾配による補正 

実際に作用する荷重は、地山と落石の間の摩擦力およ

び斜面勾配によって決定する。 

(e) アンカーの強度 

アンカーには、縦ロープおよび横ロープの荷重がかかるものとし、強度および安定

計算を行う。アンカーの強度と安定計算については「落石対便 p137～145 ポケット式

落石防護網」を参照する。 

二重取消線：削除部分 

  

図 9-11 覆式落石防護網 

（落石対便 p136）



②Ⅳ-123　図9-17　ワイヤーロープ金網式落石防護柵の設計フローチャート

（注1

（注2

：追加箇所

（注1 ＊擁壁天端から裏込土表面までの高さは1m以上を確保すること。
（注2

(参考)落石が柵を跳び越えない落石防護柵の高さｈと平場の幅Lについて
ケース1 ケース2 ケース3

地山の線 地山の線 地山の線

高さｈ 高さｈ 高さｈ

平場の幅L 平場の幅L 平場無し

＊ただし、平場の幅Lや落石防護柵の高さｈは同じ平場でも斜面形状や施設設置時の切り土、擁壁天端から平場表面
までの高さなどによって変わる場合があるため、落石対策便覧（社団法人　日本道路協会平成12年6月）P151　図5-16
を参考とすること。

START

設計に用いる落石の決定
（m、H）

支柱の断面、ワイヤロープの径・本数を
　　　　　　　　　　Er > Ei
となるように決定する。

支柱が塑性変形をしても基礎が破壊されないように基礎の形状・寸法を決定する。

落石防護柵の寸法決定

　　　　　　　　凡例

Ei　：　設計に用いる落石エネルギー
m　：　落石質量
H　：　落下高さ
θ ：　斜面勾配
μ ：　落石の等価摩擦係数
β ：　回転エネルギーに関する係数
h1 ：　落石の跳躍高さ
L　 ：　平場の幅
Er  ：　柵の可能吸収エネルギー
g　 ：　重力加速度

落石が柵を跳び越えない高さｈを決定する。
＊ただしｈには、地山の線と平場の部分または
擁壁が交差する点から擁壁天端までの高さを
含む

①平場がない場合
　　　h  >   h1secθ
②幅Lの平場がある場合
　i )L<(h1secθ-h1)cotθのとき
　　　h　>　(h1secθ-Ltanθ)
  ii )L>(h1secθ-h1)cotθのとき
　　　h　>　h1=2.0

高さｈを満たす落石防護柵と擁
壁高さの組み合わせの中で、経
済的な組み合わせを選定する。

ポケット容量の検討
＊捕捉容量を満たす高さｈを決定する。

高さｈを満たす落石防護柵と擁
壁高さの組み合わせの中で、経
済的な組み合わせを選定する。

落石エネルギーの計算
Ei=(1+β)(1-μ/tanθ)mg・H

斜面の状況



Ⅳ-124 

③Ⅳ-124 一部訂正 

 

ワイヤロープ金網式落石防護柵工の設計は、近隣地の成功例および図 9-18 に示すような標準

的タイプ図を参考にして実施されることがある。一般にワイヤロープ間隔は 35cm 以下が望まし

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

擁壁に用いる場合は、ある程度の規模の崩壊が、重力式およびもたれ式擁壁工などで対策が

なされても、図 9-19 に示すように、斜面の一部の小規模な崩壊および落石の発生の危険性が残

る場合には、落石防護柵工の設置を検討する。 

落石防護柵は擁壁上に、その縦断勾配にそって設置されることが多いが、縦断勾配の変化点

に建て込む中間支柱のロープ止め金具にはせん断力が作用するので、縦断勾配の変化点で端末

支柱を設けるか、ないしはその部分のロープ止め金具を補強する必要がある。また、内カーブ

区間においては、ロープ止め金具に引張力が作用するので補強する必要がある。 

また、落石がワイヤロープの間をすり抜けないように間隔保持材を取り付ける。 

落石防護柵の設計は、一般には落石の規模および跳躍高などを考慮して高さ1～3mのものが

多く設置されている。 

Ｈ型鋼支柱はコンクリート打設前に設置する。Ｈ型鋼支柱（端末支柱、中間支柱）廻りの補

強図については図9-19に示す。 

設計計算方法などの詳細については「H12落石対策便覧」などの関連文献を参照すること。 

 
 
  下線部：訂正箇所 

図 9-18 ワイヤロープ金網式落石防護柵工の標準的タイプ図の一例（単位：mm） （新斜面崩壊 p283）
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⑤Ⅵ-97　表2-2一部削除
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⑥Ⅵ-122～Ⅵ-129　削除
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